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量の見込みの算出(試算)について
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１ 「国の手引き」で示された量の見込みの基本的な算出方法               
 

 

 

 

 

 

 

 

市の全児童数を、 家庭のタイプに分けて、 利用意向を振り分ける 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 対象事業 対象者 

① 
【１号認定】保育の必要性がなく、教育ニーズがある認定区
分（認定こども園、幼稚園） 

３～５歳 

② 
【２号認定】保育の必要性がある認定区分（幼稚園、認定こ
ども園、保育所） 

３～５歳 

③ 
【３号認定】保育の必要性がある認定区分（認定こども園、
保育所、地域型保育施設） 

０歳、１・２歳 

④ 時間外保育事業（延長保育事業） ０～５歳 

⑤ 放課後児童健全育成事業（学童保育） 小学生 

⑥ 
子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 
※トワイライト事業は別で算出 

０～18歳 

⑦ 
地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター、つどい
の広場） 

０～２歳 

⑧ 
一時預かり事業 
・認定こども園・幼稚園の在園児を対象とした一時預かり 
・その他の一時預かり 

 
３～５歳 
０～５歳 

⑨ 病児・病後児保育事業 ０～小学３年生 

⑩ 
子育て援助活動支援事業 
（ファミリー・サポート・センター事業） 

０～小学生 

⑪ 
利用者支援事業（①～⑪の量の見込みを勘案して算出するこ
と） 

０～小学生 

 

施設・事業の利用希望 

 

就労希望を勘案した 

家庭類型 

 

計画期間中（2020年度から

平成2024年度まで）の本市

における児童数を推計 

推計児童数 潜在家庭類型 利用意向 

× × 
ニーズ調査の結果に基づく 

母数 

Ａ 

B 

C 

D 

E 

認定こども園を利用したい 

保育園を利用したい 

幼稚園を利用したい 

つどいの広場を利用したい 

ファミサポを利用したい F 

 

一時預かりを利用したい 
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２ 算出に当たっての本市の考え方                  

 

◆原則、「国の手引き」で示された方法 

 ＜推計児童数×潜在家庭類型率×利用意向＞に基づき、算出する 
 

◆本市独自で行った小学生の保護者に対するニーズ調査の結果を活用する 
 

◆国の第１回子ども・子育て会議では、次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画策定時の調

査における課題として、実際の必要量よりも見込み量が多く出る傾向があるとされ、対応方針を示し

ていたところである。 
 

第１回子ども・子育て会議資料6-4 P6より 

 

こうしたことから、 

できる限り正確なニーズ把握を目的に、国の

手引きを踏まえつつ、個別に工夫を行う。 

 

 

 

 

 

 

３ 推計児童数                         

◆推計方法 

新規開発による人口増を見込んだ上で、「コーホート要因法」という推計方法により全市人口、及

びブロック別人口の推計を行う。 

◆推計児童人口（市全体、基準人口：平成 30年(2018年３月31日現在)） 

年齢 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

０歳 2,363 2,347 2,333 2,336 2,351 

１歳 2,459 2,417 2,401 2,385 2,387 

２歳 2,514 2,465 2,424 2,406 2,390 

３歳 2,551 2,513 2,464 2,426 2,410 

４歳 2,668 2,567 2,525 2,478 2,438 

５歳 2,626 2,680 2,577 2,534 2,488 

小計 15,181 14,989 14,724 14,565 14,464 

６歳 2,632 2,644 2,697 2,600 2,558 

７歳 2,695 2,637 2,647 2,700 2,601 

８歳 2,798 2,700 2,643 2,657 2,712 

９歳 2,834 2,797 2,704 2,643 2,658 

１０歳 2,762 2,837 2,797 2,706 2,647 

１１歳 2,815 2,768 2,845 2,804 2,716 

小計 16,536 16,383 16,333 16,110 15,892 

合計 31,717 31,372 31,057 30,675 30,356 
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４ 教育・保育事業の利用意向                         

４－１ １号認定（認定こども園及び幼稚園） 

                         

① 対象児童年齢  ：３歳以上就学前 

② 対象潜在家庭類型：Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（潜在家庭類型Ｃ'・Ｄ・Ｅ'・Ｆ） 

× 

＜利用意向率＞ 

・問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業） の「１．

幼稚園（通常の就園時間だけ利用）」または「２．幼稚園＋

幼稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さらに時間

を延長して、定期的に預かってもらっている）」または「４．

認定こども園（施設の中に幼稚園と保育所がある施設）」を

選択した人の割合 

 

 

④ 提供区域：５区域 

⑤ 量の見込み： 
（単位：人） 

 実績    見込み   

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

   3,793 3,752 3,658 3,596 3,547 

 

 

 

  

《利用意向率》 

Ｃ’ 96.3％ 

Ｄ 96.2％ 

Ｅ’ 0.0％ 

Ｆ 0.0％ 
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４－２ ２号認定（幼児期の学校教育の利用希望が強いと想定されるもの） 

 

① 対象児童年齢  ：３歳以上就学前 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜利用意向率＞ 

問16－２（平日定期的に利用している教育・保育事業）の「１．

幼稚園（通常の就園時間だけ利用）」または「２．幼稚園＋幼

稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さらに時間を延

長して、定期的に預かってもらっている）」を選択した人の割

合 

 

 

④ 提供区域：５区域 

⑤ 量の見込み： 
（単位：人） 

 実績    見込み   

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

   234 231 226 222 219 

 

 

 

  

《利用意向率》 

Ａ 0.0％ 

Ｂ 4.7％ 

Ｃ 8.4％ 

Ｅ 0.0％ 
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《利用意向率》 

Ａ 100.0％ 

Ｂ 92.7％ 

Ｃ 88.4％ 

Ｅ 0.0％ 

 

４－３ ２号認定（認定こども園及び保育所） 

 

① 対象児童年齢  ：３歳以上就学前 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜利用意向率＞ 

・問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業）の 「１．

幼稚園（通常の就園時間だけ利用）」から「10.居宅訪問型保

育（ベビーシッターなどが自宅を訪問して子どもをみてくれ

るサービス）」のいずれかを選択した人の割合 

－
 

上記の割合から、４－２で算出した「２号認定（幼児期の学校

教育の利用希望が強いと想定されるもの）」の割合を控除 

 

 

④ 提供区域：５区域 

⑤ 量の見込み： 

（単位：人） 

 実績    見込み   

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

   3,564 3,525 3,437 3,379 3,332 
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４－４ ３号認定（認定こども園及び保育所＋地域型保育） 

 

 ① 対象児童年齢  ：０歳、１・２歳 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜（ア）利用意向率＞ 

問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業）の 「３．認

可保育所（市役所に申し込んで入る公立保育所や私立保育園）」

から「10.居宅訪問型保育（ベビーシッターなどが自宅を訪問

して子どもをみてくれるサービス）」のいずれかを選択した人

の割合 

 

 

 

④ 提供区域：５区域 

⑤ 量の見込み： 
（単位：人） 

  実績    見込み   

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

０歳    1,383 1,373 1,365 1,367 1,376 

１・２歳    2,422 2,378 2,350 2,333 2,326 

 

 

 

 

  

《利用意向率》 

０歳 

Ａ 66.7％ 

Ｂ 93.4％ 

Ｃ 100.0％ 

Ｅ 0.0％ 

１・２歳 

Ａ 66.7％ 

Ｂ 90.1％ 

Ｃ 89.1％ 

Ｅ 100.0％ 
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《利用意向率》 

Ａ 15.0％ 

Ｂ 12.3％ 

Ｃ 3.8％ 

Ｅ 0.0％ 

 

５ 地域子ども・子育て支援事業                       

５－１ 時間外保育事業 

 

 ① 対象児童年齢  ：０～５歳以下 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

保育の必要性がある家庭の推計児童数 

（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜利用意向率＞ 

問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業）の 「３．認

可保育所（市役所に申し込んで入る公立保育所や私立保育園）」

から「10.居宅訪問型保育（ベビーシッターなどが自宅を訪問

して子どもをみてくれるサービス）」のいずれかを選択した人

の割合 

× 

問16-3(2)（利用希望終了時間）で「18時30分以降＊」と記入

している割合 

 

④ 提供区域：５区域 

⑤ 量の見込み： 
（単位：人） 

 実績    見込み   

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

   772 762 748 740 735 

 

  

＊国の手引きでは、「18時以降」 
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《利用意向率》 

低学年 

Ａ 63.2％ 

Ｂ 65.7％ 

Ｃ 50.0％ 

Ｃ' 27.0％ 

Ｄ 8.0％ 

Ｅ 0.0％ 

Ｅ' 0.0％ 

高学年 

Ａ 16.7％ 

Ｂ 16.3％ 

Ｃ 13.6％ 

 Ｃ' 6.3％ 

Ｄ 4.8％ 

Ｅ 0.0％ 

 Ｅ' 0.0％ 

 

５－２ 放課後児童健全育成事業（学童保育） 

 

 ① 対象児童年齢  ：小学校１～６年生の児童 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｃ'＋Ｅ＋Ｅ' 

③ 量の見込みの算出方法： 

※算出にあたっては、就学前児童調査の結果ではなく、小学校

児童の保護者を対象に実施したアンケート調査結果を使用 

保育の必要性がある家庭の推計児童数 

（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｃ'・Ｅ・Ｅ'） 

× 

＜利用意向率＞ 

・問13（学童保育の利用状況）で「１．利用している」を選択

した人の割合、 

または、 

・問13（学童保育の利用状況）で「２．利用していない」を選

択し、かつ問15-1（学童保育の利用意向）で「１．利用した

い」を選択した人の割合 

 

 

④ 提供区域：５区域 

⑤ 量の見込み： 
                       （単位：人） 

  実績    見込み   

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

C’・E’

含む 

低学年 

   

3,027 2,974 2,976 2,965 2,933 

高学年 803 802 797 778 766 

C’・E’

除く 

低学年 2,261 2,220 2,222 2,214 2,190 

高学年 584 584 580 566 557 

 

  

＊国の手引きでは、「Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ」 
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《利用意向率》 

Ａ 0.0％ 

Ｂ 1.6％ 

Ｃ 0.6％ 

Ｃ' 0.9％ 

Ｄ 0.3％ 

Ｅ 0.0％ 

Ｅ' 0.0％ 

Ｆ 0.0％ 

 

《利用意向泊数》 

Ａ 0.0泊 

Ｂ 2.5泊 

Ｃ 1.0泊 

 Ｃ' 0.0泊 

Ｄ 0.0泊 

Ｅ 0.0泊 

 Ｅ' 0.0泊 

Ｆ 0.0泊 

 

５－３ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

 

 ① 対象児童年齢  ：０～５歳以下 

② 対象潜在家庭類型：すべての類型 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（すべての潜在家庭類型） 

× 

＜利用意向率＞ 

問34（泊りがけの預け先）の「イ．ショートステイを利用した（児

童養護施設等で一定期間子どもを預かるもの）」または「オ．仕

方なく子どもだけで留守番をさせた」のいずれかを選択した人の

割合 

× 

＜利用意向泊数＞ 

上記回答者の平均泊数 

 

 

 

④ 提供区域：５区域 

⑤ 量の見込み： 
（単位：人泊） 

 実績    
見込

み 
  

2017

年度 

2018

年度 

2019

年度 

2020

年度 

2021

年度 

2022

年度 

2023

年度 

2024

年度 

   219 216 213 210 209 
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《利用意向率》 

Ｃ' 57.7％ 

Ｄ 68.3％ 

Ｅ' 0.0％ 

Ｆ 100.0％ 

 

《利用意向回数》 

Ｃ' 2.3回  

Ｄ 3.6回 

Ｅ' 0.0回 

Ｆ 2.0回 

 

 

５－４ 地域子育て支援拠点事業（つどいの広場、地域子育て支援センター） 

 

 ① 対象児童年齢  ：０～２歳児 

② 対象潜在家庭類型：Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（潜在家庭類型Ｃ'・Ｄ・・Ｅ'・Ｆ） 

× 

＜利用意向率＞ 

・問35（地域子育て支援拠点事業の利用状況）の「１．地域子

育て支援拠点事業」を選択し、かつ 

・問36（地域子育て支援拠点事業の利用意向）の「１．利用し

ていないが、今後利用したい」を選択した人の割合 

× 

＜利用意向回数＞ 

問35（地域子育て支援拠点事業の利用状況）の「１．地域子育

て支援拠点事業」を選択した人、または問36（地域子育て支援

拠点事業の利用意向）の「１．利用していないが、今後利用し

たい」または「２．すでに利用しているが、今後利用日数を増

やしたい」のいずれかを選択した人の月当たりの平均利用回数

×12か月 

 

 

④ 提供区域：５区域 

⑤ 量の見込み： 
（単位：人回） 

 実績    見込み   

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

   88,059 86,774 85,922 85,550 85,562 

※見込み値には潜在家族類型タイプＡ・Ｂ・Ｃ・Ｅは含まない 

 

 

 

  

＊国の手引きでは、すべての類型 
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《利用意向率（ア）》 

Ｃ' 41.1％ 

Ｄ 45.3％ 

Ｅ' 0.0％ 

Ｆ 0.0％ 

 

《利用意向率（イ）》 

Ｃ' 30.8％ 

Ｄ 26.3％ 

Ｅ' 0.0％ 

Ｆ 0.0％ 

 

《利用意向日数》 

Ｃ' 29.8日 

Ｄ 19.4日 

Ｅ' 0.0日 

Ｆ 0.0日 

 

５－５ 一時的な保育事業 

 

① 預かり保育（１号認定） 

 

 ① 対象児童年齢  ：３～５歳以下 

② 対象潜在家庭類型：Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 

③ 量の見込みの算出方法： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 提供区域：５区域 

⑤ 量の見込み： 

（単位：人日） 

実績 見込み 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

   11,117 10,997 10,722 10,541 10,396 

 

保育の必要性がない家庭の推計児童数 

（潜在家庭類型Ｃ'・Ｄ・Ｅ'・Ｆ） 

× 

＜利用意向率（ア）＞ 

・問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業）の「１．幼稚

園（通常の就園時間だけ利用）」、または「２．幼稚園＋幼稚園

の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さらに時間を延長し

て、定期的に預かってもらっている）」、または「４．認定こど

も園（施設の中に幼稚園と保育所がある施設）」のいずれかを

選択し、かつ 

・問33（不定期事業の利用意向）の「１．利用したい」を選択し

た人の割合 

× 

＜利用意向率（イ）＞ 

・問16-2（平日定期的に利用している教育・保育の事業）の「１．

幼稚園（通常の就園時間だけ利用）」、または「２．幼稚園＋幼

稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さらに時間を延

長して、定期的に預かってもらっている）」のいずれかを選択

し、かつ 

・問32（不定期事業の利用状況）の「１．一時預かり（私用など

の理由で、保育所などで一時的に子どもを保育するサービス）」

または「２．幼稚園の預かり保育（幼稚園に通う子どもを対象

にして、通常の就園時間を延長して預かるサービスを不定期に

利用している場合）」のいずれかを選択した人の割合 

× 

＜利用意向日数＞ 

上記回答者のうち、問33（不定期事業の利用意向）で「１．利用

したい」を選択した人の平均利用希望日数 
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《利用意向率》 

Ａ 18.2％ 

Ｂ 6.2％ 

Ｃ 25.0％ 

Ｅ 0.0％ 

 

《就労日数》 

Ａ 260.0日 

Ｂ 253.5日 

Ｃ 221.5日 

Ｅ 0.0日 

 

② 預かり保育（２号認定による利用） 

 

 ① 対象児童年齢  ：３～５歳以下 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

《算出方法》 

 

 

 

 

 

 

 

④ 提供区域：５区域 

⑤ 量の見込み： 
（単位：人日） 

 実績    見込み   

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

   8,914 8,817 8,597 8,451 8,336 

 

 

  

保育の必要性がある家庭の推計児童数 

（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜利用意向率＊＞ 

・問16-2（平日定期的に利用している教育・保育の事業）  の

「２．幼稚園＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、

さらに時間を延長して、定期的に預かってもらっている）」を

選択し、かつ 

・問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業）の「２．幼稚

園＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さらに時

間を延長して、定期的に預かってもらっている）」を選択した

人の割合 

× 

＜就労日数＞ 

問12-1 母親の年間就労日数 

（週当たりの就労日数×52週） 

＊国の手引きでは、「1.0」（２号認

定なのですべての人に一時預か

りを利用したい意向がある） 
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《利用意向率》 

Ｃ' 47.8％ 

Ｄ 53.3％ 

Ｅ' 0.0％ 

Ｆ 100.0％ 

 

《利用意向日数》 

 Ｃ' 25.5日 

Ｄ 22.3日 

 Ｅ' 0.0日 

Ｆ 0.0日 

 

③ その他の一時預かり事業 

 

 ① 対象児童年齢  ：０～５歳以下 

② 対象潜在家庭類型：Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（Ｃ'・Ｄ・Ｅ'・Ｆ） 

× 

＜利用意向率＞ 
問33（不定期事業の利用意向）の「１．利用したい」を選択した
人の割合 

× 

＜利用意向日数＞ 
問33（不定期事業の利用意向）の「１．利用したい」を選択した
人の平均利用希望日数 

－
 

5-5①の幼稚園における在園児を対象とした一時預かりの利用意
向日数（Ｃ'・Ｄ・Ｅ'・Ｆ）を控除 

 

 

 

④ 提供区域：５区域 

⑤ 量の見込み： 

（単位：人日） 

 実績    見込み   

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

   72,962 72,019 70,827 70,127 69,712 

※見込み値には潜在家族類型タイプＡ・Ｂ・Ｃ・Ｅは含まない 

 

 

 

 

  

＊国の手引きでは、すべての類型 
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《利用意向率》 

Ａ 22.2％ 

Ｂ 21.8％ 

Ｃ 13.7％ 

Ｅ 0.0％ 

 

《利用意向日数》 

Ａ 3.7日 

Ｂ 10.2日 

Ｃ 8.7日 

Ｅ 0.0日 

 

５－６ 病児・病後児保育事業 

 

 ① 対象児童年齢  ：０～５歳以下 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

保育の必要性がある家庭の推計児童数 
（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜利用意向率＊1＞ 
・問17-1（病気やけがで事業ができなかった場合の対処方 法）
で、「１．父親が仕事を休んだ」「２．母親が仕事を休んだ」を
選択し、かつ問17-2（病児・病後児保育等の利用意向）で「１．
できれば病気の子どものための保育施設などを利用したい」を
選択した人の割合、または 

・問17-1で「５．保育所や病院に併設する病気の子どものための保
育施設を利用した」または「８．仕方なく子どもだけで留守番を
させた」のいずれかを選択した人の割合 

－
 

＜調整項目＊2＞ 
問17-4（病気の子どものための保育施設を利用しなかった、利用
したいと思わなかった理由）の「１．病気の子どもを家族以外の
人にみてもらうのは不安である」「２．病気の子どもは家族がみ
るべきである」「７．父母が休んで対応できるため」のいずれか
に回答がある人の割合は控除 

× 

＜利用意向日数＞ 
上記回答者（控除後）の問17-2の「１．できれば病気の子どもの
ための保育施設などを利用したい」の日数＋問17-1の「５．保育
所や病院に併設する病気の子どものための保育施設を利用した」
または「８．仕方なく子どもだけで留守番をさせた」の日数の合
計の平均 

 

④ 提供区域：１区域 

⑤ 量の見込み： 
（単位：人日） 

 実績    見込み   

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

   14,792 14,605 14,347 14,192 14,093 

 
 
 
 

  

＊１ 国の手引きでは、問17-1（病気

やけがで事業ができなかった

場合の対処方法）には「７．フ

ァミリー・サポート・センター」

を選択した人も含む 

＊２ 国の手引きには記載がない項

目（本市独自設定） 
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５－７ 子育て援助活動支援事業（ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ事業） 

 

 ① 対象児童年齢  ：５歳児 

② 対象潜在家庭類型：すべての類型 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（すべての潜在家庭類型） 

× 

＜利用意向率＞ 

・【低学年】問25（放課後の時間を過ごさせたい場所）の「７．

ファミリー・サポート・センター」を選択した人の割合 

・【高学年】問26（放課後の時間を過ごさせたい場所）の「７．

ファミリー・サポート・センター」を選択した人の割合 

× 

＜利用意向日数＞ 

・問25・問26で「７．ファミリー・サポート・センター」を選択

した人の平均利用希望日数 

 

 

④ 提供区域：１区域 

⑤ 量の見込み： 
                                    （単位：人日） 

  実績    見込み   

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

低学年 
   

26,137 25,674 25,693 25,597 25,320 

高学年 21,834 21,810 21,665 21,164 20,821 

 

 

 

 

《利用意向率》 

 低学年 高学年 

全タイプ 1.5％ 1.5％ 

 

《利用意向日数》 

 低学年 高学年 

全タイプ 15.9日  14.1日  
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４－１ １号認定（認定こども園及び幼稚園） 

【対象年齢】   ３歳以上就学前   

【潜在家庭類型】 Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 

【利用意向率】  上記の対象者について、 

          問18（平日定期的に利用したい教育・保育の事業）に回答した者のうち、問18で「1．幼稚園（通常の就園時間だけ 

         利用）」または「2．幼稚園＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さらに時間を延長して、定期的に預 

         かってもらう）」または「4．認定こども園（施設の中に幼稚園と保育所がある施設）」を選択した者の割合 

         （但し、「11.地域子育て支援拠点など子育ての仲間が集まる場」及び未回答を除いて割り戻す）を算出する。（国に  

         よると、ここで算出する利用意向率は100％に近い数字になるとの説明を受けている。）   

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
   ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 
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４－２ ２号認定（幼児期の学校教育の利用希望が強いと想定されるもの） 

【対象年齢】   ３歳以上就学前   

【潜在家庭類型】 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

【利用意向率】  上記の対象者について、 

          問16－2（平日定期的に利用している教育・保育の事業）に回答した者のうち、問16－2で「1．幼稚園（通常の就園   

         時間だけ利用）」または「2．幼稚園＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さらに時間を延長し   

         て、定期的に預かってもらう）」を選択した者の割合（但し、選択肢「11.地域子育て支援拠点など子育ての仲間が集 

         まる場」及び未回答を除いて割り戻す）を算出する。 

            

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
   ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 



3 

４－３ ２号認定（認定こども園及び保育所） 

【対象年齢】   ３歳以上就学前   

【潜在家庭類型】 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

【利用意向率】  上記の対象者について、 

          問18（平日定期的に利用したい教育・保育の事業）に回答した者のうち、問18で「1．幼稚園（通常の就園時間だけ 

         利用）」から「10．居宅訪問型保育（ベビーシッターなどが自宅を訪問して子どもをみてくれるサービス）」のいずれ 

         かを選択した者の割合（但し、「11.地域子育て支援拠点など子育ての仲間が集まる場」及び未回答を除いて割り戻 

         す）から、「２号認定（幼児期の学校教育の利用希望が強いと想定されるもの）」の割合を控除した割合を算出する。 

         ※例えば、問18で選択肢「1.」から「10.」までを選択した者の割合が95％であり、「２号認定（幼児期の学校教育の 

          利用希望が強いと想定されるもの）」 

          の利用意向率が35％であった場合、 

          「２号認定（認定こども園及び保育所）」 

          の利用意向率は、95％－35％＝60％となる。   

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
   ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 
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４－４ ３号認定（認定こども園及び保育所+地域型保育） 

【対象年齢】   ０歳、１・２歳   

【潜在家庭類型】 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

【利用意向率】  上記の対象者について、 

          問18（平日定期的に利用したい教育・保育の事業）に回答した者のうち、問18で「3．認可保育所（市役所に申し込  

         んで入る公立保育所や私立保育所）」から「10．居宅訪問型保育（ベビーシッターなどが自宅を訪問して子どもをみて  

         くれるサービス）」のいずれかを選択した者の割合（但し、「11.地域子育て支援拠点など子育ての仲間が集まる場」  

         及び未回答を除いて割り戻す）を算出する。   

◎留意事項 
 「量の見込み」に関して、基本指針案第三の三の１等を踏まえ、育児休業
後における特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の円滑な利用の確保
に当たって、０歳と１・２歳の「量の見込み」を調整することも考えられる。 
  
その際、例えば、以下の方法が考えられる。 
○上記の対象者（０歳児）のうち、問16－2（平日定期的に利用している教 
 育・保育の事業）で、「3.認可保育所」から「9.居宅訪問型保育」のいず 
 れかを選択した者のうち、問21-4（1）ア．母親において「1.保育所の入所 
 に合わせたため」と回答している者の割合（育休明けの利用意向率）を算 
 出し、上記の「家庭類型別児童数（０歳児）」に掛け合わせる（育休明け 
 の利用意向の児童数） 
○「育休明けの利用意向の児童数」を、上記の０歳児の「量の見込み 
 （人）」から差し引く。 
※この方法により計算をした場合に、０歳児の「量の見込み(人)」が現在の0 
 歳児の利用児童数よりも減る場合には、「育休明けの利用意向の児童数」 
 をゼロとすることも考えられる。 
※０歳児の「量の見込み（人）」から差し引いた「育休明けの利用意向の児 
 童数」については、特に供給不足となっている自治体においては、１（・ 
 ２）歳児に係る整備量を早期に増やすことが求められる。 

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
   ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 
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５－１ 時間外保育事業（延長保育事業） 

【対象年齢】   ０歳から５歳以下   

【潜在家庭類型】 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

【利用意向】   上記の対象者について、 

          問18（平日定期的に利用したい教育・保育の事業）に回答したもののうち、「3．認可保育所（市役所に申し込んで 

         入る公立保育所や私立保育所）」から「10．居宅訪問型保育（ベビーシッターなどが自宅を訪問して子どもをみてくれ 

         るサービス）」のいずれかを選択している、かつ、 

          問16－4（2）（利用希望時間）で、「18時30分以降」（国手引きでは「18時以降」）と記入してある場合の割合を算 

         出する。（但し、未回答を除いて割り戻す） 

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
   ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 
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５－２ 放課後児童健全育成事業（学童保育） 

【対象年齢】   小学校１～６年生   

【潜在家庭類型】 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｃ'＋Ｅ＋Ｅ' 

【利用意向率】  上記の対象者について、 

          小学校児童の保護者対象の調査結果の問13（学童保育の利用状況）で「1.利用している」を選択した人の割合、また 

         は「2.利用していない」を選択し、問15－1（学童保育の潜在ニーズ）で「1.利用したい」を選択した人の割合 

           

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
   ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 
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５－３ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

【対象年齢】   ０歳から５歳以下   
【潜在家庭類型】 すべての類型 
【利用意向】   ①利用意向率と②利用意向日数を算出 
         し、利用意向（利用意向率×利用意向 
         日数）を求める。 
 
 ①利用意向率 
  上記の対象者について、 
   問34（泊りがけの預け先）に回答した者のうち、「イ．ショートステイを利用した（児童養護施設等で一定期間子どもを預かるも 
  の）」、「オ．仕方なく子どもだけで留守番をさせた」と回答した者の割合を算出する。 
    
 ②利用意向日数 
  上記の対象者について、 
   問34（泊りがけの預け先）の「1．あった」の「イ．ショートステイを利用した（児童養護施設等で一定期間子どもを預かるも 
  の）」、「オ．仕方なく子どもだけで留守番をさせた」に回答のあった者の「平均日数」を算出する。 

◎留意事項 
■就学児に対して調査を行っていない場合は、就学前子どもに
係る推計で足りる 
 が、就学児に調査を行っている場合や事業の利用実績データ
がある場合には、 
 市町村の判断で、当該調査の結果等を使用して、就学児に係
る量の見込みを算 
 出することも可能とする。 

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
   ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日）」 
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５－４ 地域子育て支援拠点事業（つどいの広場、地域子育て支援センター） 

【対象年齢】   ０歳から２歳   
【潜在家庭類型】 Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 
         （国の手引きでは、すべての類型） 
【利用意向】   ①利用意向率と②利用意向日数を算出 
         し、利用意向（利用意向率×利用意向 
         日数）を求める。 
 
 ①利用意向率 
  上記の対象者について、 
   問35（地域子育て支援拠点事業の利用状況）で「1．地域子育て支援拠点事業」（を利用している）と回答した者の人数と、問36 
  （地域子育て支援拠点事業の利用意向）で、「1．利用していないが、今後利用したい」と回答した者の人数を、回答者全体の人数 
  （問35または問36の無回答の人数を除く）で割ったものを算出する。 
 
 ②利用意向日数 
  上記の対象者について、 
   問35（地域子育て支援拠点事業 
   の利用状況）の「１．地域子育て支援拠点事業」 
   を選択した人、または問36（地域子育て支援拠点 
   事業の利用意向）の「１．利用していないが、今 
   後利用したい」または「２．すでに利用している 
   が、今後利用日数を増やしたい」のいずれかを選 
   択した人の月当たりの平均利用回数 

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
   ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人）」 
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５－５① 預かり保育（１号認定）・その１ 

◎１号認定 
【対象年齢】   ３歳から５歳以下   
【潜在家庭類型】 Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 
【利用意向】   ①利用意向率と②利用意向日数を算出 
         し、利用意向（利用意向率×利用意向 
         日数）を求める。 
          
 ①利用意向率…ア（１号認定に該当すると考えられる子どもの不定期事業の利用希望割合）× 
        イ（不定期事業を利用している幼稚園利用者の一時預かり又は幼稚園の預かり保育の利用割合） 
        を算出する。   

※ア：以下の割合  
 上記の対象者について、 
 ○問18（平日定期的に利用したい教育・保育の事業）で、  
  「1．幼稚園（通常の就園時間だけ利用）」または「2．幼 
  稚園＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さ 
  らに時間を延長して、定期的に預かってもらう）」 
  または「4．認定こども園（施設の中に幼稚園と保育所が 
  ある施設）」を選択 かつ 
 ○問33（不定期事業の利用意向）で、「1．利用したい」と 
  選択した者が、これらの問の回答者数に占める割合 

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
   ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日）」 
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５－５① 預かり保育（１号認定）・その２ 

※イ：以下の割合 
 ○問16－2（平日定期的に利用している教育・保育の事業） 
  で、「1．幼稚園（通常の就園時間だけ利用」  
  または「2．幼稚園＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時  
  間に利用し、さらに時間を延長して、定期的に預かっても 
  らう」を選択し、かつ 
 ○問32（不定期事業の利用状況）で、「1．一時預かり（私 
  用などの理由で、保育所などで一時的に子どもを保育する 
  サービス）」から「6．その他」を選択した者のうち、問 
  32で「1．一時預かり（私用などの理由で、保育所などで 
  一時的に子どもを保育するサービス）」または「2．幼稚 
  園の預かり保育（幼稚園に通う子どもを対象にして、通常 
  の就園時間を延長して預かるサービスを不定期に利用して 
  いる場合）」を選択した者の割合 

 ②利用意向日数…上記の対象者について、問33（不定期事業の利用 
         意向）で「1．利用したい」に回答のあった者の 
         「平均日数」を算出する。 
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５－５② 預かり保育（２号認定による利用） 

◎２号認定 

【対象年齢】   ３歳から５歳以下   

【潜在家庭類型】 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

【利用意向】   ①利用意向率と②利用意向日数を算出し、利用意向（利用意向率×利用意向日数）を求める。 

 

 ①利用意向率 

  問16－２（平日定期的に利用している教育・保育事業）の「2．幼稚園＋ 

  幼稚園の預かり保育（通常の就園時間を利用し、さらに時間を延長して、 

  定期的に預かってもらう）」を選択し、かつ問18（平日定期的に利用した 

  い教育・保育事業）の「2．幼稚園＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時 

  間に利用し、さらに時間を延長して、定期的に預かってもらう）」を選択 

  した人の割合（国の手引きでは、「1.0」（２号認定なのですべての人に 

  一時預かりを利用したい意向がある）） 

 ②利用意向日数 

  ２号認定のうち、「幼児期の学校教育の利用希望が強いと想定されるもの」 

  の問12－1で把握する「就労日数（平均値)」 

  ※１週当たりα日 × 52週 

   

◎留意事項 
■算出した量の見込みに対する供給体制については、幼稚園だけではなく、認定   
 こども園（主として幼稚園から移行する認定こども園）も対象になる。そのた 
 め、すべての量を一時預かり事業（幼稚園型）で供給する必要はなく、認定こ 
 ども園（主として幼稚園から移行する認定こども園）で２号認定の子どもとし 
 て受け入れることもできる。 

量の見込みの算出方法 
 ①「家族類型別児童数（人）」は、「１－２ ２号認定」で算出した数 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日）」 
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５－５③ その他の一時預かり事業 

【対象年齢】   ０歳から５歳以下   
【潜在家庭類型】 Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 
         （国の手引きでは、すべての類型） 
【利用意向】   ①利用意向率と②利用意向日数を算出 
         し、利用意向（利用意向率×利用意向 
         日数）を求める。 
  
 
 ①利用意向率 
  上記の対象者について、 
   問33（不定期事業の利用意向）の「１．利用したい」を選択した人の割合 

 

 ②利用意向日数 
  上記の対象者について、 
   問33（不定期事業の利用意向）の「１．利用したい」を選択した人の平均利用希望日数 

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
  ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日）」 
  ※ニーズ量の算出にあたっては、問32(不定期事業の利用状況)における「5.ベビーシ 
   ッター」「6.その他」の利用日数÷調査客体抽出率を算出し控除する。 
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５－６ 病児・病後児保育事業・その１ 

【対象年齢】   ０歳から５歳以下   

【潜在家庭類型】 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

【利用意向】   ①病児・病後児の発生頻度と②利用意 

         向日数を算出し、利用意向（利用頻度 

         ×利用意向日数）を求める。 

  ①病児・病後児の発生頻度 

  上記の対象者について、 
  ○問17－1（病気やけがで事業ができなかった場合の対処方法） 
   で、「1．父親が仕事を休んだ」「2．母親が仕事を休んだ」 
   に回答した者のうち、問17－2（病児・病後児保育等の利用 
   意向）で「1．できれば病気の子どものための保育施設など 
   を利用したかった」と回答した者と、問17－1で「5．保育所 
   や病院に併設する病気の子どものための保育施設を利用した」 
   「8．仕方なく子どもだけで留守番をさせた」と回答した者 
   の合計を問17の回答者全員で割る。 
  ○問17-4（病気の子どものための保育施設を利用しなかった、 
   利用したいと思わなかった理由）の「1．病気の子どもを家 
   族以外の人にみてもらうのは不安である」「2．病気の子ど 
   もは家族がみるべきである」「8．父母が休んで対応できる 
   ため」のいずれかに回答がある人の割合は控除する 
   （本市独自設定） 

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
   ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日）」 
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５－６ 病児・病後児保育事業・その２ 

 ②利用意向日数 
  上記の対象者について、 
  ○問17－2（病児・病後児保育等の利用意向）で「1．できれば病気の子どものための保育施設などを利用したかった」と回答があった 
   日数の総計と、問17－1で「5．保育所や病院に併設する病気の子どものための保育施設を利用した」「8．仕方なく子どもだけで 
   留守番をさせた」と回答した日数の総計を足し合わせる。 
  ○先に求めた「日数の総計」について、問17－2で「1．できれば病気の子どものための保育施設などを利用したかった」、問17－1で 
   「5．保育所や病院に併設する病気の子どものための保育施設を利用した」「8．仕方なく子どもだけで留守番をさせた」のいずれ 
   かに回答があった人数の合計（「延べ」ではなく「実人数」、「0日」回答は除く）で割った数。   
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５－７ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

【対象年齢】   ５歳児   

【潜在家庭類型】 すべての類型 

【利用意向】   ①利用意向率と②利用意向日数を算出 

         し、利用意向（利用意向率×利用意向 

         日数）を求める。 

  ①利用意向率 

   上記の対象者について、 

   低学年については、問25（放課後の時間を過ごさせたい場所）で「7．ファミリー・サポート・センター」を選択した割合（但し、   

  無回答を除いて割り戻す）を算出する。高学年については、問26（放課後の時間を過ごさせたい場所）で「7．ファミリー・サポー 

  ト・センター」を選択した割合（但し、無回答を除いて割り戻す）を算出する。 

  ②利用意向日数 

   上記の対象者について、 

   問25・問26で「７．ファミリー・サポート・センター」を選択した人の平均利用希望日数 

量の見込みの算出方法 
 ①「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児童数（人）」 
   ※推計児童数（人）は、各年の年齢各歳別のデータを用いる。 
 ②「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日）」 


